
令和５年度第２回相模原市まち・ひと・しごと創生本部会議 

 

日 時：令和５年１１月１３日（月）  

         １５時４５分～１６時５０分 

              会 場：第１特別会議室        

 

１ 開会 

 

２ 議題 

（１）少子化対策検討会議における取組について 

（２）雇用促進対策検討会議における取組について 

（３）中山間地域対策検討会議における取組について 

 

３ 閉会 



相模原市まち・ひと・しごと創生本部会議について

相模原市まち・ひと・しごと創生本部会議

役割 地方版総合戦略の推進に関する事項を審議

○本部長：市長
○副本部長：副市長、教育長
○本部員：局・区長

下部組織

雇用促進対策検討会議

座長：産業・雇用対策課長

検

討

体

制

中山間地域対策検討会議

座長：
基地対策・中山間地域対策担当部長

少子化対策検討会議

座長：
総合政策・少子化対策担当部長

約3,278百万円

【主な取組】
・小児医療費助成の拡充
・休日一時保育事業
・子育て応援パスポートの導入

令
和
６
年
度
想
定
事
業

約824百万円
【主な取組】
・市就職支援センターの分野横断的
な支援の充実
・インターンシップ促進事業
・市内企業採用活動支援事業
・イノベーション創出促進事業
・障害者の短時間雇用の創出

重点テーマ総事業費（概算） 約4,291百万円

約189百万円
【主な取組】
・既存施設の機能の充実・強化及
び「道の駅」としての可能性の検討
・中山間地域振興モデル地区事業
の推進（青根・小原）
・宿泊を伴うお試し移住モデル事業
（一時保育含む）の実施



少子化対策検討会議の
検討状況について
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審議事項

１ 少子化対策事業のプロジェクト名及び
テーマ・コンセプトについて

２ 令和６年度の少子化対策事業について

３ 内閣官房事業モデル団体の取組状況及び
今後の進め方について
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本市の強みや課題を分析（R4～）
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取組の方向性を決定（R4）

少子化対策のこれまでの検討状況（振り返り）

総合計画推進プログラムによる取組の推進（R5～）



◆本市の子育て世帯の現状
〇多くの市民が２～３人の子どもを持つことを理想としているものの、経済的な理由等により希望する
子どもを持てていない。
〇特に第２子の出生率が低いことから、第２子を生み育てやすい環境に課題があると考えられる。
〇一方で、3人以上の子どもを持つ世帯は、世帯収入によらず、一定の割合で存在している状況を見る
と、複数の子どもを持つことをポジティブに捉える「気持ち」が理想の子どもの人数の実現につながっ
ている可能性があることから、子どもを生み育てたいと思う機運の醸成も必要であると考えられる。

◆本市の子育て環境
〇県内では比較的、子育て支援サービスが充実している一方で、都市公園等や地域子育て支援拠点の
偏差値が低く、親子が気軽に集える環境を作り出すことが重要と考えられる。

◆市民の就労環境
○正規雇用率や昼夜間人口比が低く、通勤時間も長い状況を見ると、市外への雇用の流出が考えら
れ、市内の安定した雇用環境の創出が重要と考えられる。
〇女性の正規雇用率や管理職の女性の割合が低く、女性が妊娠・出産や子育てを経験しても継続して
働きやすい環境に課題があると考えられる。
〇また、子育てには、男性の育児参画が重要であるものの、男性の育児休業等の取得率が低く、従業員
の子育て支援に取り組む市内企業が少ないことにも課題があると考えられる。
○このため、仕事と子育ての両立に向けた市内企業へのアプローチが必要であると考えられる。

◆今後のまちづくり
〇まちの賑わいや生活環境は、偏差値が低いものの、今後に大規模な事業が予定していることから、橋
本駅・相模原駅周辺のまちづくりや麻溝台・新磯野地区での企業誘致の取組等による「まちの賑わいや
生活環境の向上」については、本市の少子化対策としても大いに期待できると考えられる。

データ分析結果まとめ（振り返り）
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【審議事項１】 プロジェクト名及びテーマ・コンセプトについて

プロジェクト名及びテーマ・コンセプトの検討に当たって

≪バックキャスティングでの検討≫
【Ｒ８】本市の課題である「第２子の出生率」の向上を目指す【目標】

※第2子の出生率のみでなく全体の出生率の向上も考慮
↓

現状においても複数の子どもを持つことをポジティブに捉える「気持ち」が子どもの数に
つながっている可能性に着目

↓
【Ｒ７】子育てをポジティブに捉える（楽しむ）機運を醸成

↓
【Ｒ６】子育てを楽しめるよう多様な主体が子育て支援活動をしやすい環境づくりを推進

背 景
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〇合計特殊出生率の向上など、少子化の改善には一定の期間を要することが想定され、継続性のある
取組の推進が必要である。
〇また、少子化の改善には行政による取組のみでなく、市民を含めた多様な主体による取組も重要で
あり、市の姿勢や取組の方向性を市民などに分かりやすく伝える必要がある。
〇庁内的には、取組の目標を明確化するとともに、新たな取組を検討する期間を確保することによ
り、効果的に取組を推進する仕組みを整備する必要がある。



年度ごとの主な 『テーマ』 及び ～コンセプト～

【少子化対策事業】

さがみはら みんなの子ども 応援プロジェクト

第１弾（R6）

『みんなで子育て』

第３弾（R8）

『第２子以降も子育て応援』
第２弾（R7）

『子育てを楽しむ』

『テーマ』 ～コンセプト～

第2子以降も生み育てやすい環境をつくる

子育てのマイナスイメージを払拭する

社会全体で子育てを応援する機運を醸成する

【ねらい】
・概ね３年後の目標として「第２子の出生率の向上」を設定（目標の明確化）
・プロジェクト内容等を積極的に周知し、市民の関心や期待感を醸成（取組の分かりやすさ）
・テーマ・コンセプトを軸に各所属において新たな事業等を検討（事業検討期間の確保）
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【審議事項１】 プロジェクト名及びテーマ・コンセプトについて

※本市の子育て環境等の現状分析は引き続き行い、エビデンスに基づいた取組の検討を行うとともに、
国の少子化対策の動向など、社会情勢の変化に応じて、テーマ・コンセプト等については適宜見直しを行う。



年度 R４ R５

取組の方向性※
（R4本部会議で決定）

①子育てしやすい環境づくりを推進
②仕事と子育ての両立に向けた市内企業へのアプローチを実施

少子化対策
事業

年度 R6 R7 R8

テーマ みんなで子育て 子育てを楽しむ 第２子以降も子育て応援

コンセプト
社会全体で子育てを
応援する機運を醸成する

子育てのマイナスイメージ
を払拭する

第2子以降も生み育て
やすい環境をつくる

既に承認
されている
取組

〇小児医療費助成（8月拡充）
〇休日一時保育事業開始（橋本）

〇子育て応援公園が各区で完成
〇プラネタリウムリニューアル
〇休日一時保育事業開始
（相模大野）

新たな
取組

〇子育て応援パスポートの導入
○学校サポーター制度の充実
〇産後ケア事業の充実
○県補正予算事業の活用

【事業検討の視点】
〇全天候型の子どもの遊び場の
設置など、子育ての楽しさが伝わ
るような取組を検討

【事業検討の視点】
〇多子世帯への支援の充実
など、出生率の向上に資する
取組

子育て世帯向け中古住宅購入等の補助

市内企業への補助（くるみん認定取得支援）

父親の育児力向上の取組

子どもの施設使用料等の無料化

子どもの遊び場事業

シティプロモーション推進事業

※R6以降も「取組の方向性」は継続

【審議事項２】 令和６年度に新たに実施する事業について
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令和６年度の取組について

区分 主な取組
想定事業費（Ｒ６当初）
3,278百万円

社会全体で子育てを応援する
機運醸成

・（仮称）子育て応援パスポートの導入【新規】
・学校サポーター制度の充実【拡充】

13,508千円

子どもの居場所づくり ・子どもの施設使用料等の無料化
・子育て応援公園の整備
・子どもの遊び場事業 など

259,508千円

子育て世帯の負担軽減 ・小児医療費助成制度の拡充（8月開始予定）
・休日一時保育事業の実施（橋本）
・産後ケア事業の充実【拡充】
・県補正予算事業の活用（手ぶらで保育事業、
引っ越し費用補助等） など

2,693,036千円※

子育てＤＸの推進 ・電子母子健康手帳アプリ事業 2,004千円

仕事と子育ての両立支援
【雇用促進対策連携事業】

・くるみん認定取得企業の支援
・保育士等人材確保推進事業 など

34,972千円

住宅施策 ・子育て世帯等中古住宅購入・改修費補助事業 60,000千円

宇宙教育の推進 ・プラネタリウムのリニューアル（～R7） など 239,984千円

令和６年度の取組（案）

令和6年度は、これまでに取組の方向性が承認されている「小児医療費助成制度の拡充」や「休日一時保
育事業の実施」に加え、R6のテーマ「みんなで子育て」に関連する取組として、子育て応援パスポートの導入
や学校サポーター制度の充実を図るなど、社会全体で子育てを応援する機運の醸成を図る。

※想定事業費のうち、小児医療費助成制度の事業費が約24億円となっており、令和6年度拡充分は約２億円



【審議事項３】 内閣官房事業モデル団体の取組状況について

〇今年度、本市が内閣官房の実施する少子化対策へのデジタル技術の活用に係るモデル団体に選定
〇これまでに３回のミーティングを開催し、今後、市民や民間事業者等とのワークショップを開催予定
〇また、子育て分野へのデジタル技術の活用に向けて市民アンケートを実施

経 過

◆アンケート期間：令和５年５月１５日（月）～６月２０日（火）【３７日間】
◆対象：市内の保育所・児童クラブ等利用者、子育て広場利用者、市公式LINEアカウント登録者（回答数650件）
◆設問内容：①基本情報（年代、居住地）、②世帯の状況（配偶者の有無、子どもの有無・人数・年齢）、

③取り組んでほしいデジタル技術について（複数選択可）、④その他の意見・アイデア等（自由記述）

市民の意見として、「手続きの簡素化」を望む声が多く、特に、保育所等の手続きに関する意見が多く寄せられた。
また、「情報の分かりづらさ」に関する意見も多く、市ホームページの掲載内容を含め、市民のニーズに合わせた情報
発信の必要性が求められている状況が伺えた。

アンケート結果概要

55.7%
50.9%

81.2%

34.3%

14.9%
26.6%

39.1%

24.9%

41.6%

34.9%
44.8%

20.3%

2.7%

3.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭

年代別の状況
※数字は子どもがいる家庭（総数）の回答率

子どもがいる家庭（総数） 10～20代 30代 40代 50代 60代以上

①行政への各種申請の電子化
②イベント等の通知・予約
③予防接種予約、デジタル予診票
④オンライン相談
⑤チャットボットでの相談
⑥親同士のつながり
⑦子育て支援のマッチング
⑧AIツールによる支援策の紹介
⑨子どもの成長等の見える化
⑩子育て施設等の評価や口コミ
⑪子どもの学習アプリ等
⑫若い世代の人生設計支援ツール
⑬子育てにデジタル技術は不要
⑭その他
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区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

内閣官房
事業モデル
団体の取組

実施体制
の構築

民間企業や
市民との
ワークショップ
の開催

事業の試行
効果検証・改善

●意見交換会で
成果発表

内閣官房とのミーティング（３回実施済）

課題の分析
ビジョンの策定

民間事業者
との調整
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〇子育て関連の各種手続き等の電子化を推進
〇子育て関連事業等の利用しやすさの向上
〇若い世代の結婚や子育てに対する不安の解消等に資する取組の推進
○デジタル技術の活用により多様な主体を巻き込んだ子育て支援の推進

検討の方向性（案）

①各種行政手続きの電子化を検討
②市ＨＰや電子母子手帳アプリ等を活用した各種イベントの通知から電子予約
③子どもの予防接種等におけるデジタル予診票の導入検討
④若い世代への結婚支援や人生設計などに向けたツール等の導入検討
⑤子育て支援のマッチングなど、多様な主体を巻き込んだ子育て支援の検討

ワークショップでの事業検討（案）

今後の進め方について



雇用促進対策事業一覧

凡例：新規事業（★Ｒ５,☆Ｒ６以降）、◎拡充事業、〇既存事業

★ ① ＤＸ促進支援事業
〇 ② 中小企業研究開発支援事業
〇 ③ ものづくり企業総合支援事業
★ ④ 事業承継支援事業

3. デジタル化・ロボットなどの
企業支援パッケージ

◎ ① 保育士人材確保推進事業
◎ ② 介護人材確保定着育成事業

2. 人手不足業種へのマッチング強化パッケージ

〇 ① 市就職支援センターの分野横断的な支援
☆ ② 就労支援総合ポータルサイトの設置
〇 ③ ハローワークとの連携強化

1. 就労支援策の充実・発信強化パッケージ

〇 ① 起業家創出事業
★ ② イノベーション創出促進事業
☆ ③ 障害者の短時間雇用創出
〇 ④ 若年無業者への職場体験機会提供
★ ⑤ 多様な働き方促進事業
〇 ⑥ 工業集積促進事業

5. 新たな働き方の創出パッケージ

◎ ① 学生・新卒未就職者等就労支援事業
★ ② 認定取得企業支援事業

4. 企業の採用力・発信力強化支援パッケージ

雇用促進対策

1. 就労支援策の充実・発信強化
2. 人手不足業種へのマッチング強化
3. デジタル化・ロボットなどの企業支援
4. 企業の採用力・発信力強化
5. 新たな働き方の創出に向けた取組

取組の方向性

市内就業者人口の増加をめざした、
雇用環境の好循環の創出

めざす姿

イ
メ
ー
ジ
図



令和５年度から実施する新たな取組み

2

市内企業の採用活動を支援し、採用力向上を図るため、専
門家派遣によるコンサルティングなどを行う。

市内企業採用活動支援事業 ４-①

中高生の市内定着の促進を向けて、市内企業への興味・関心や
職業意識の醸成を図るための交流イベントを実施する。

中高生と地域企業との交流機会促進事業 ４-①

市内企業の魅力発信、学生の企業理解の醸成を図り、若者の市内定着
を促進するため、大学生等と市内企業のインターンシップを実施する。

インターンシップ促進事業 ４‐①

人と企業のマッチング 企業生産性・魅力の向上

多様な人材の活躍や働き方を促進するため、クラウドソーシン
グによる働き方の周知、導入にむけたセミナー等を実施する。

クラウドソーシング普及支援事業 ５-⑤

多様な人材の交流できるイノベーション創出施設等での交流プロジェ
クト等の運営、企業間の共創事業を創出するプログラムの運営や事業へ
の補助、ベンチャースタートアップへの進出に対する補助を行う。

イノベーション創出促進事業 5-②

多様な働き方の促進

市内企業のデジタル化の推進に向け、ＩＴパスポートの資
格取得支援講座や実践的なスキル養成講座、デジタル化の知
識取得に向けた勉強会などを実施する。

ＤＸ促進支援事業 ３-①

中小企業の事業承継を円滑に進めるための相談業務やセミ
ナー開催、支援機関との連携等の支援を行う。

事業承継支援事業 ３-④

雇用促進対策

新たな非営利法人形態による地域貢献的な働き方である「労働
者協同組合」制度の普及啓発を図るためのセミナーを開催する。

労働者協同組合法普及啓発セミナー ５-⑤

障害特性に応じて、多様な就労ニーズに対応する新たな雇用形態を創出し、障害者の雇用拡大を図るため、週２０時間未満で働く障害者の求人を企業
側に働きかけるとともに、求職者とのマッチングや定着に向けたサポートを行う。

障害者短時間雇用創出事業

令和６年度から実施予定の取組み

くるみん認定の取得など、ワーク・ライフ・バランスの推
進に取り組む企業に対し、専門家によるアドバイザーの派遣
や補助金の交付による伴走支援を行う。

認定取得企業支援事業 ４-②

少子化対策連携

少子化対策連携



市内企業の魅力発信、学生の企業理解の醸成を図り、若者の市内定着促進のため、大学生等と市内企業のインターン
シップを実施する。

インターンシップ促進事業

【対象者】市内企業、大学・専門学校等の学生（市外在住含む）

中高生の市内定着の促進を向けて、市内企業への興味・関心や職業意識の醸成を図るための交流イベントを実施する。

★職業体験EXPO in相模原★
開催日 令和６年２月３日（土）
会 場 市立産業会館
定 員 会場２００名 ＋オンライン参加

【対象者】中高生とその保護者 【出展予定企業】１０社

中高生と地域企業との交流促進事業

人と企業のマッチング（取組状況）

★さがみはらジョブトライアル★
（２日間でテーマに沿った２社の就業体験や

オープンカンパニー等を実施）
第１期 8月～ 9月【参加実績 学生１２名、企業１８社】
第２期 11月～12月
第３期 1月～ 2月

＜想定＞参加企業５０社以上、申込学生数１５０人以上



＜事業内容＞
〇セミナーの開催
（会場及びオンライン）
〇採用コンサルティングの実施

市内企業採用活動支援事業

【対象者】市内企業
【支援企業数】１２社（令和５年度）

◆資格取得講座 ＜各回とも定員２０名＞
・ITパスポート取得養成講座 （５月～全６回、７月～全９回）
・情報セキュリティマネジメント （９月～全５回）
◆デジタルツール導入講座 （５月に２回実施）

デジタル人材育成事業
■DXフォーラム（オンライン）
開催日 令和５年９月１５日 （参加者６１名）
内 容 基調講演、ＤＸ取組事例、補助金成果報告

■DX勉強会 （１０月に３回開催：参加者10社・12名）
DX・AI入門、Excel演習等

ＤＸ化促進支援事業

ＤＸ促進支援事業

認定取得企業支援事業

【対象者】一般事業主行動計画の策定
及び目標達成に取組む市内事業所

●アドバイザー派遣（１事業所３回まで）
●補助金（１事業所１００万円を上限）

＜実績＞ ・アドバイザー派遣：８事業所
(Ｒ5.10末) ・補助金交付決定 ：２事業所

企業の生産性・魅力の向上（取組状況）

＜事業内容＞
〇巡回相談
事業承継に関する課題を解決するため、中小企業等に訪問・ヒアリングを実施し、
相談者のニーズ・状況に応じた相談を実施

〇市内中小企業向けフォーラム・ワークショップの開催
中小企業等の経営者、家族及び事業承継を目指す者等向けに、事業承継に関する
フォーラムやワークショップを開催

〇支援機関向け勉強会の開催
金融機関等の各支援機関の窓口職員向けに、事業承継支援に関する勉強会や知識習得に関する勉強会を開催

〇普及・啓発
事業承継に関する基礎的な情報や手法等をまとめた冊子やホームページ等を活用し、事業承継について普及及び啓発を行う

事業承継支援事業

４月 巡回相談開始
１０月 事業承継フォーラム開催
１１月 事業承継ワークショップ開催

［11/18、11/25、12/2、12/9］
相談実績中間とりまとめ

調整中 支援機関向け勉強会
通年 普及啓発の実施

令和５年度事業スケジュール

少子化対策連携
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出所：神奈川県HP

参考イメージ

参考イメージ

イノベーション創出拠点運営委託事業

【補助事業】
・採択者 ：東海旅客鉄道株式会社（運営受託者が対象）

【運営委託内容】
・拠点利用者のコミュニティ形成
・イベント等の実施による交流機会創出
・研究開発や事業開発を行う企業の誘致
・研究開発や事業開発を推進するコン

ソーシアムの形成
・情報発信とブランディング
【補助内容】
・拠点整備にかかる費用に対する補助

場の
創出

オープンイノベーションプログラム
実施運営委託・補助事業

複数主体間の事業共創（オープンイノベーション）プログラム
運営の委託ならびに、実施事業経費に対する補助を行う事業

【支援対象】
・採択社数 ：市内企業４社＋パートナー企業４社
・補助対象経費：市内企業＋パートナー企業の開発等に係る経費

事業
創出

ベンチャー・スタートアップ企業進出補助事業

相模原市

・補助対象企業：市外から市内へ新たに進出した、創業・設立15年以内の中小企業等
・対象経費 ：賃料、内装改修工事費、外注加工費、販売促進費・広告宣伝費
・予定採択社数：３社（補助額120万円×3社）

②申請③認定

①市内オフィス等入居、
改修・整備工事等実施

企業
誘致

申請企業

④補助金支払い

イメージ図（出所：武相アゴラHP）

【事業内容】
①市内企業の新規事業開発支援
②市内企業と共同で新規事業開発を行うパートナー

企業募集の支援
③市内企業とパートナー企業による新規事業モデル

構築イベントの実施
④新規事業開発の成果発表
⑤開発等に要した経費の補助

→現在、②のステップ 10/25にパートナー企業募集締切→現在、建物建設と事業実施に向けた準備中

→９月に事業開始。各種イベントやスタートアップコミュニティへの参加によりPR中

ベンチャー・スタートアップ企業の市内立地にかかる賃料等への補助を行う事業

様々な主体間の交流を促し、イノベーションを創出するこ
とを目的とした拠点の運営委託・補助事業

結合
活性

イノベーション創出促進事業

多様な働き方の促進（取組状況）

事業化
事例創出

拠点
立地

結合
活性



クラウドソーシング普及支援事業

多様な働き方の促進（取組状況）

【対象者】市内在住者

〇普及啓発講座（１０月～１１月）
対面・オンラインで 計４回開催）

〇入門講座（１１月～２月）
Webライティング、Webサイト制作の２コース）

＋ eラーニング、業務疑似体験
〇クラウドワーカー交流会（２月）

事業内容

入門講座の受講希望者が多数であるため、Ｗｅｂライティングコース
及び特別オープン講座を追加実施予定

労働者協同組合法
普及啓発セミナー

開催日：令和６年１月下旬頃
会 場：市役所周辺
内 容：第１部 映画上映

第２部 講演（制度概要）
事例紹介

定 員：１００名程度
※職員研修としても実施予定

【対象者】 市内在住・在勤者

週２０時間未満で働く障害者の求人を企業側に働きかける
とともに、求職者とのマッチングや定着に向けたサポートを
行うことで、障害者の多様な就労ニーズに対応する新たな
雇用形態を創出し、障害特性に応じた働き方の促進に繋げ、
障害者雇用の拡大を図る

障害者短時間雇用創出事業

令和６年度新規事業

業務内容
の募集

業務内容の

確定(職務定

義)

働きたい
障害者の
募集

職場見学
・実習

採用
面接

採
用

職場
定着
支援

就職・
定着

＜事業内容＞
・求人開拓員が企業開拓
・支援機関と連携し、障害者への周知、サポート

実施概要（案）

少子化対策連携







①既存ストックの更なる活用
観光資源の磨き上げや、公共施設の転用

によるワークスペースの拡大 など

②森林対策・森林活用
「林業」といったビジネスだけでなく、

地域や団体等による森林活用の支援を通じ
た、森林活用面積の拡大 など

③観光資源のビジネス活用
働き方の変化を的確に捉えた、観光資源

におけるビジネス環境の拡充 など

④地場産業の存続、新たな産業の創出
地場産業を後世に残すための事業承継の

支援や起業を含めた産業の創出に向けた取
組 など

主な検討課題 主な検討課題

①日常生活に必要な交通手段の確保
移動手段が不十分な高齢者などに

対する買い物や通院への移動
支援 など

②鳥獣被害対策
野生鳥獣による生活被害・農作

物被害､ヤマビル・マダニ対策 など

③持続可能な医療提供体制の確保
通院困難な高齢者などに対応した医療

提供体制の確保 など

④児童・生徒の放課後の健全育成
放課後に児童・生徒が安心して過ごせる

居場所づくり など















○新 









































○新 











 

令和５年度第２回 相模原市まち・ひと・しごと創生本部会議 議事録 
                         令和５年１１月１３日 

                                   

議題（１） 少子化対策検討会議における取組について 

  資料に基づき説明（説明者：総合政策・少子化対策担当部長） 

議題（２） 雇用促進対策検討会議における取組について 

資料に基づき説明（説明者：産業・雇用対策課長） 

議題（３） 中山間地域対策検討会議における取組について 

資料に基づき説明（説明者：基地対策・中山間地域対策担当部長） 
 

主な意見等 

 〇（市長）子育て環境について、都市公園と地域子育て支援拠点の偏差値が低いとあるが、

支援拠点とはどこを指しているのか。 

→（総合政策・少子化対策担当部長）子育て広場である。 

→（市長）評価の方法は何か。 

→（総合政策・少子化対策担当部長）内閣府の少子化対策地域評価ツールによるものであ

り、全国の自治体を対象とした昨年度のデータである。平均偏差値５０のところ、本市

は４６．９であり、県内、政令指定都市平均と比較しても低い状況である。そうしたこ

とから、公園等の子育て世代が気軽に集える環境について事業展開していく必要がある

と考えている。 

〇（市長）令和６年度の取組として、橋本での休日一時保育事業の実施とあるが、令和６年

度１０月から実施を目指している相模大野の取組はどのような状況か。 

→（こども若者未来局長）募集期間は今月末までであり、マンションの空きテナント等を

使用できれば、令和６年１０月から開始できると考えている。 

〇（市長）中央区での実施については、どのような検討状況か。 

→（こども若者未来局長）南区、緑区の取組状況を見ながら、既存の保育所を活用するの

か、設置駅をどこにするのか、設置の要否も含め検討していく。 

〇（市長）内閣官房の実施する少子化対策のデジタル技術の活用に係るモデル団体に選定さ

れたとあるが、改めて状況について確認したい。 

→（総合政策・少子化対策担当部長）本市を含め３自治体が選ばれ、内閣官房と一緒にデ

ジタル技術を活用した少子化対策について検討しているものである。 

→（こども若者未来局長）電子母子健康手帳アプリ「さがプリコ」では、現在、子育て広

場等でのイベント等の予約が可能となっており、今後、予防接種の予約や、行政の申請

書の電子化についても検討している。全庁的な申請のあり方として、「行かない窓口」

という考え方が出ており、その整理と合わせても良いが、一方で、９５％の方が「さが

プリコ」を利用していることを踏まえ、先行的に実施するのも良いと考えている。ただ

し、関係する医師会との協議等、調整事項は残っている状況である。 

〇（危機管理局長）今は独身であっても、いずれ結婚して子供を産みたいといった潜在的な

子育て世代に対し、市の取組を発信していく必要があると感じている。 

 →（総合政策・少子化対策担当部長）未婚の方々への取組については、市独自のものはな

いが、県が結婚支援コンシェルジュの配置等を行っており、県の婚活イベントを橋本の

七夕祭りと連携させて取り組んだ実績もある。今後、県の婚活イベントを本市とも連携

して周知を行うような取組について検討していきたい。 

〇（危機管理局長）プラネタリウムのリニューアルについて、少子化対策と位置付けるには

リニューアル後の活用方法が重要と考える。 

→（総合政策・少子化対策担当部長）１０月から子供の施設使用料を無料化し、博物館も

無料となったところであり、教育委員会や観光・シティプロモーション課等、宇宙教育に



ついて庁内一丸となって引き続き議論していきたいと考えている。 

〇（危機管理局長）中山間地域については、魅力的な場所である一方、災害リスクが高い場

所でもあるため、ハザード関係等のマイナスの部分もあわせてお知らせした上で検討いた

だく必要がある。 

  →（基地対策・中山間地域対策担当部長）災害の危険性や備えの必要性については、もち

ろんお伝えする。中山間地域への移住定住の取組を行う目的の一つとして、地域の担い

手がどんどん減少している中で、地域振興、文化の担い手になっていただきたいという

ことがあるため、地域との関わりに思いを持った方にぜひ移住していただきたいと考え

ている。 

〇（市長）中山間地域の移動支援パッケージの取組に記載されている移動支援ブックの配布

について、いつ頃を予定しているか。 

→（基地対策・中山間地域対策担当部長）今年度中の配布を目指している。けんこう号や、

お出かけサポート等、既存の制度を分かりやすく整理し、自分の地域に合うものを検討

しやすくなるよう、パンフレットを作成する。 

〇（市長）道の駅について、令和６年度予算は道の駅導入のための調査費用ということか。 

→（基地対策・中山間地域対策担当部長）鳥居原ふれあいの館の老朽化対応や、ニーズの

把握、道の駅の可能性など、まずは課題を整理する必要があるため、調査委託料を計上し

ている。 

→（市長）土地の所有者は誰なのか。 

→（基地対策・中山間地域対策担当部長）国である。国の土地を借り、市の施設として鳥

居原ふれあいの館を建てている。 

〇（奈良副市長）少子化対策のデータ分析結果として、橋本駅相模原駅周辺のまちづくりや、

麻溝台・新磯野地区の大規模な事業を記載しているが、令和６年、７年に街ができるわけ

ではなく、時間軸がかけ離れているように感じる。直近で取り組んでいかなければならな

いものを記載した方が良いと思われる。 

〇（奈良副市長）少子化対策事業のコンセプトについて、第１弾として社会全体で子育てを

応援する機運を醸成した後に、第２弾として子育てのマイナスイメージを払拭するとある

が、第１弾と第２弾のコンセプトが逆ではないかと感じた。 

→（政策課）まずは行政だけではなく、多様な主体を巻き込むところをスタートとし、そ

の後に子育ての楽しみに関して、行政だけではなく、民間の方々や市民の方々の発信が必

要だという議論があり、このように整理したものである。 

〇（石井副市長）令和６年度から動き始めていくものであるが、どのように検証するかとい

った視点も作り実施いただきたい。 

 

 

以 上      

 

 


